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　オランダに本拠を置くロイヤル・フィリップス（フィリップス）

は、従業員122,000人、収益270億ユーロの多国籍企業です。フィ

リップスは現在、そのポートフォリオと市場での位置付けを変え

つつあります。世界有数のエレクトロニクス企業として、フィリッ

プスは現在、ヘルスケア、ライフスタイル、照明器具の分野に

おいても事業を展開しています。80,000 件を超える特許を保有

し、Business Weekによれば、世界的ブランド価値で 48位にラ

ンクされています。フィリップスは、合わせて150を超える国で

事業を行っており、28の国に販売拠点と製造工場を有していま

す。同社の事業には4つの製品部門があります。

　第一の製品部門は照明器具で、全世界で47,750人がこの製品

に携わっています。60カ国に販売及びサービス組織があり、オ

ランダ、ベルギー、フランス、ドイツ、英国、ポーランド、米国、

メキシコ、ブラジル、インド、インドネシア、タイ、中国、韓国

で製造が行われています。

　医療システムが第二の製品部門で、画像診断システム、顧客

サービス及び臨床ソリューションを専門とする従業員が世界に

約33,000 人います。63を超える国で、医療システムを扱う販売

及びサービス組織が運営され、オランダ、ドイツ、フィンランド、

イスラエル、米国などで製造が行われています。

　家庭用電化製品が第三の製品部門で、世界で約14,500 人が

雇用され、接続ディスプレイ、ホームエンターテイメントネット

ワーク及びモバイルインフォテイメントを主力商品としています。

この部門は50カ国に販売及びサービス組織を有しており、ベル

ギー、フランス、ハンガリー、メキシコ、アルゼンチン、ブラジル、

インド、中国で製造が行われています。

　最後に、屋内電気器具及び個人医療部門では世界全体で約

11,000 人の従業員が雇用されています。60カ国に販売及びサー

ビス組織があり、オランダ、オーストリア、ポーランド、米国、

ブラジル、中国、シンガポールで製造が行われています。

　ルビック・ヤンセン氏は、フィリップスにおいて25年間、財

務と監査の様々な役職を経験し、現在はエグゼクティブ ヴァ

イスプレジデント及び内部監査部長に就任して5年になります。

内部監査部門には約 90人の監査人がおり、監査人は米国、オ

ランダ、ポーランド、中国及びインドの5カ国で業務に従事して

います。内部監査部門は会社と同一のガバナンスストラクチャー

により組織され、各製品部門に監査人が割り当てられており、こ

れらの「製品部門」担当監査人に直属する専門チームが置かれ

ています。すべての製品部門担当監査人はヤンセン氏に直属し、

ヤンセン氏はさらにCEOに直属すると同時に、職務上スーパー

バイザリーボードの監査委員長の監督を受けています。

 有能な内部監査チーム

　フィリップスの内部監査チームは組織の有能な人材のプール

であり、年間20から25パーセントもの人材が転任により内部監

査チームを離れます。「これは私達にとって大きな課題です。社

内の求人は監査人に集まるため、監査人をその職務から転任さ

せることは問題ではありません。しかし、社内から新しい才能を

集め確保することは難しい課題です。」とヤンセン氏は言います。

　フィリップスは、組織内での才能の育成に注力しています。し

かし現在、ヤンセン氏が指摘するように、「現在は、内部監査チー

ムに採用する4人のうち、1人は社内から、3人は外部からの採用

です。スタッフの質について妥協することなく、社内から、より多

くのスタッフを採用して半々のバランスにしたいと考えています。」

　ヤンセン氏は、現実のビジネスリスクに直面する経営をサポー

トすることが内部監査の役割であると考えています。これを達

成するために、内部監査チームのメンバーとして、会計監査の

経験を持つ監査人だけでなく、あらゆるスキルを持つビジネス

プロフェッショナルを求めています。「監査を行う方法を教える

ことはいつでもできます。監査報告で、より大きな価値を創出す

ることができるビジネスのセンスの持ち主を必要としているので

す。」とヤンセン氏は言います。

　ヤンセン氏は、財務、ビジネスへの洞察力、情報テクノロジー

及びサプライチェーンマネジメントなど、スキルを適切に組み合

わせた多様性のあるチームを求めています。ただし、ヤンセン

氏はこれらすべてのスキルを1つの内部監査機能に持たせるこ

とは困難であることは認識しています。そこで、ヤンセン氏は最

近、特定の監査のために社内から経験豊富なスタッフを集めた

ゲスト監査プログラムを導入しました。ヤンセン氏はまた、アー

ンスト&ヤング（Ernst & Young）との提携を結び、財務など

のニッチな分野での監査の経験がフィリップスに提供されるよう

にしました。

 会社の目と耳

　「私達の戦略目標の1つは、監査委員会とスーパーバイザリー

ボードの目と耳になることです。」とヤンセン氏は言います。「重

要なリスクとコントロールの弱点を事前に把握したいと考えてい

ます。私達の目標は、会計監査と法令遵守の監査だけではなく、

戦略上のビジネスリスク及びそれに関連するコントロールの監

査、つまり対処すべき経営上の課題について、付加価値のある

提案をすることです。」

　2006 年当時、これは重要な課題でした。米国のコーポレー

トガバナンスの基準による外国登録企業であるフィリップスは、

サーベンス・オクスレー法 404 条に対応することが必要だった

ためです。内部監査チームは、フィリップスの404条対応に当たっ

て、コントロールをテストし、また経営へのサポート、助言を提

供しました。「これによって、他のビジネスリスクの監査から注

意がそれました。」とヤンセン氏は言います。「また、私達の独

立性が損なわれました。これは経営陣の理由がつく短期的な対

応です。新しい法律は、非常に形式主義的な性格なため、実施

に多くの時間がかかり、経営陣にはこれに対応するための時間

が少ししかありませんでした。今後は、私は内部監査の位置付

けを、警察官ではなく、より前向きな変化を促進するビジネスア

ドバイザーとしたいと考えています。今年は、私達は（サーベンス・

オクスレー法）404条対応を実施するという役割から離れ、主に

プロセスを見直し、プロセスに挑戦するという役割を果たしたい

と思っています。」

 パフォーマンス測定

　パフォーマンス測定はフィリップスの体系的プロセスであり、

監査規程に根拠を有しているものです。監査規程には内部監査

チームの運営上の基本方針が定められています。「私達は年次

監査計画について同意し、コミットメントに対する実際の成果を

モニタリングするため、バランススコアカードを作成します。各

監査の後、顧客満足度調査を送り、主要なステークホルダーの

視点から満足度を評価します。フィードバックを収集するため、

各監査後の品質保証プロセスを最近導入しました。また、年に

一度同僚による評価を行い、従業員の士気の高さを調べるため、

従業員業務調査を実施し、究極的には監査部門運営の成果を向

上させます。」と彼は言います。

　このプロセスにおいて、内部監査チームはトレーニングに要し

た時間と共に監査のサイクル時間も測定します。

 関係の構築

　ヤンセン氏が常により大きな付加価値を役割に求める一方で、

フィリップスの内部監査部門は強固に確立され、複数のレベル

の様々な事業体における50の監査委員会のネットワークを通じ

て経営陣とコミュニケーションしています。内部統制の質に関す

る監査作業を実施することに加えて、企業経営陣との戦略的な

リスクベースのワークショップを開催することで付加価値の創出

を図っています。

　「私達は監査に加えて、監査意見に直接関係しないようなサー

ビスも実施します。」とヤンセンは言います。「私達は、リスク評

価を行うことでリスクの大きな分野に焦点を当て、経営陣と共に

問題点の概要をつかみ、ビジネス分析を行います。そして発見

事項をまとめ、それらのリスクの測定と優先順位付けを行いま

す。これにより、直面しているリスクの全体像が経営陣に明ら

かになります。その後、そのリスクを低減するために講じること

のできる措置を経営陣が理解するサポートをします。経営陣は

この活動を高く評価しており、また、この活動は監査部門にとっ

ても、監査計画を改善していくのに役立ちます。」

　長年にわたる組織変革を経て、フィリップスは現在、業務内

容拡大による成長と買収による成長の両方を重視しています。

「私達は、内部監査部門として、経営陣が成長への熱意を実現

するサポートをしたいと考えています。そのため、2007 年の監

査時間の多くを、フィリップスの戦略に関連したリスクの大きな

分野に振り向けます。買収は、歴史的にみて、プロセス、シス

テム、人の統合がうまくいかないことによる失敗のリスクが高い

ものです。」とヤンセン氏は言います。「組織拡大による成長へ

の熱意を実現することをサポートするため、私達は新製品導入

プロセスの有効性に特別の注意を払っています。企業はブラン

ド認知を高めるため経営資源を割り当てます。私達はこれらの

取り組みの有効性をモニタリングし、これらの経営資源の管理

を監督しています。」

 明確なビジョン

　ヤンセン氏は、予期しない出来事をプロセスの初期段階で発

見するリスクベースの監査対象範囲の設定を確実にしたいと考

えています。「起こり得る最悪のことは、大きな火を見逃すこと

であり、そういう時は、火を消して損失を計算し、損害を管理

することしかできないのです。」と彼は言います。

　「私のビジョンは明確です。内部監査部門が真の才能の養成

所になるようにしたいのです。人々が経営陣からの完全な支援

を受けて、内部監査チームの門を叩くようになることを心に描い

ています。」とヤンセンは言います。「内部監査チームがフィリッ

プスの改革推進者であり戦略アドバイザーであると皆に思われ

るようになって欲しいと思っています。」

ROYAL PHILIPS12

フィリップス

光を灯し続ける： フィリップス内部監査チーム ̶強力なリスクマネジメントと統制環境の管理人

国際企業の内部監査機能のプロファイル
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　新生銀行は日本長期信用銀行として1952年に創立されました。

日本長期信用銀行には、他の2つの長期信用銀行と共に、長期

債券の発行に関する政府認可が与えられていました。1998年に

日本政府により一時国有化され、複数の国内銀行との合併が提

案された後、2000年 3月に、米国に本拠を置くリップルウッド・

ホールディングスが主導する投資組合に売却されました。日本の

銀行が外国会社の管理下に置かれるのは史上初めてのことでし

た。リップルウッドは、この銀行を再編成するため、シティバンク

（Citibank）の日本の元代表である八城政基氏を招聘し、経営陣

とサービスを刷新して2000年 6月に名称を「新生銀行」としました。

　新生銀行は東京都千代田区に本店を置き、日本国内の42の支

店ネットワークと、米国、台湾、韓国、英国及びドイツに子会社、

関連会社、または合弁会社を有しています。新生銀行グループは

約5,000人の職員を雇用しており、インスティテューショナルバン

キング、コンシューマーアンドコマーシャルファイナンス、リテー

ルバンキングという3つの主要業務を中心に事業を行っています。

　毛利直広氏は新生銀行の内部監査部長であり、新生銀行と子会社

を含めた約60人の監査人を監督しています。内部監査部は、それぞ

れの業務と緊密に連携した監査を実施し、ITと業務の監査人を活用

してこれらの活動を支援しています。主に内部監査と会計の経歴を

持ち、CIA及びCPAである毛利氏は、2002年11月から現職に就き、

新生銀行のCEOと取締役会監査委員会の議長に直属しています。

 人的資源としての内部監査

　毛利氏によれば、多くの日本の企業は伝統的に、人的資源の戦

略の点から内部監査にアプローチしてきました。「従来、内部監査

部門は、プロフェッショナルが退職前に着任するほぼ最終的なポジ

ションとみなされてきました。出口の前の終点だったのです。」と彼

は言います。「キャリアの終点にいる人々が内部監査チームに入り、

退職前の休息を取るわけです。また、内部監査は、海外支店で働

いてきたプロフェッショナルにとっての理想的ポストであり、国内業

務に再び参加するため、国内業務に慣れるための部門とみなされて

きました。一種のキャリア転換点です。」 この状況は、特にコーポレー

トガバナンスに関する法制の整備及び内部統制に対する新しい認識

により、過去4年から5年で劇的に変わったと毛利氏は言います。

　「私は変化を起こすためにここにいるのです。」と彼は言いま

す。「私はヨーロッパと米国の企業で監査業務を経験しています

が、そこでは、内部監査部門は組織の内部統制環境を独立的に

評価し、経験と資格を持った者が行う専門的業務とみなされて

います。これこそが、私がここで実行しようとしていることです。」

　新生銀行の監査人のほとんどは、様々なビジネス分野の出身

であり、必ずしも外部監査の出身ではありません。彼らはビジ

ネスについて深く理解しており、また、業務の実務経験がある

ため、しっかりしたコントロールをいかに設計、整備、評価する

かについて現実的視点を持っています。「私は、当行の監査人は

コントロールに目を向け、関連するリスクの特定、分析、及び報

告を行うべきであると強調しています。」と毛利氏は言います。「日

本の金融機関の監査チームは、過去 5年間に、検査員からコン

サルタントに進化しました。彼らは内部監査にリスクベースのア

プローチを採用しており、監査人はリスクについて事業部門と

議論し、コントロールを強化するための解決策をもたらします。」

　毛利氏はビジネス知識を持つ内部の人材を活用するため、彼

の部門の異動率は他の部門に比べ、比較的高くなっています。こ

れに対処するため、毛利氏は事業部門のスタッフをゲスト監査人

として招き、コンプライアンス及びリスク管理部門のメンバーと

緊密に協力しています。「私達は、コントロールのコンセプトに基

づいて彼らを教育し、事業部門に戻すことにより、事業部門のコ

ントロールを強化し、また内部監査の視点を各事業部門に拡げて

います。」と彼は言います。「新生銀行は、内部監査部門を会社

の有能な人材のプールと見ていますが、コントロールの後見人と

しても見ています。経営陣は私達の業務を高く評価しており、私

達は事業部門のリーダー達と頻繁に意見交換を行っています。」

　毛利氏が監査人に求める最も重要なスキルは、業務、市場、信用、

会計のリスクを含む、ビジネスに固有のリスクを真に理解する能力

です。彼はまた、分析力とコミュニケーションスキルを求めています。

 コントロールの後見人

　新生銀行の経営陣は内部監査人をコントロールの後見人と見な

しているため、毛利氏は、短期目標は銀行全体のコントロールにつ

いて、問題を発見、分析し、明確にし、解決することであると考え

ています。「私達はリスク評価を毎年行っています。」と彼は言います。

「私達はまず監査人をリスクの高い分野に送り、その後、時間の経

過と共にリスクの低い分野に広げていきます。組織全体で60人の

監査人（40人が新生銀行、残りが子会社）しかいないため、毎年、

監査対象の各事業部門すべてに目を向けることはできません。」内

部監査チームは、3年のサイクルで事業部門をレビューし、リスクの

高い分野は3年で3回、リスクが中程度の分野は3年で2回、リス

クが低い分野には3年で1回、往査を実施するようにしています。

 継続的監査

　内部監査チームの長期目標は、銀行システム、情報ネットワー

ク、コントロールの傾向、取引環境、エラー率、コンプライアン

ス上の問題及び報告体制に関連して得られるデータに基づき、コ

ントロールがきちんと機能しているかを分析することを含む継続

的監査活動から構成されます。「私達には、コントロールが有効

に機能しなくなっている状態について把握する様々な手段があり

ます。」と毛利氏は言います。「コントロールの有効性に問題が生

じつつある場合、内部監査部隊を送り込んで問題を特定し、解

決を図ります。これは、伝統的アプローチからの脱却です。この

やり方は、問題に、より焦点を当てたリアルタイムの解決指向的

アプローチで、私達は継続的監査と呼んでいます。私の長期目

標は、継続的監査と伝統的監査活動を組み合わせることです。」

　内部監査チームの短期目標と長期目標の効果を判断するため、

被監査部門が毎年実施される約100件の監査のそれぞれの成果

を評価します。被監査部門による評価は、監査人がどの程度役に

立ったか、明確で効果的だったかを示すものです。毛利氏は毎年

受け取る100 件の評価を、内部監査チームの成長を促進し、改

善を図るためのツールとして用いています。彼はまた、CEO及び

監査委員会の議長と毎月話し合いを行う他、四半期ごとに事業部

門長とも会って、過去の監査の問題点と活動を議論します。最後

に、毛利氏は360度評価を用い、各監査人に最低 8人の同僚又

は被監査者からフィードバックを収集することを要請しています。

 監査人と経営陣

　毛利氏は監査人と経営陣の関係を「Love and Hate」であると言

います。「私達が会社の健康診断のような業務、あるいは清掃のよう

な業務を行う場合、そして会社の健康状態は良好だと告げる場合に

は、私達は経営陣にとって愛すべき存在（Love）となりますが、一方で、

私たちがネガティブな事実を告げる場合、例えば、本来行われてい

なければならないことが行われていないという事実を告げる場合など

には私達は憎まれ役となる（Hate）わけです。」と毛利氏は言います。

　「経営陣は内部監査チームの存在を重要視しており、重要な会

議に私達を呼ぶため、私達はリアルタイムの情報を得ることがで

きます。経営陣が情報を私達から隠すことはありません。当行の

CEOは正直さや誠実さと同様に内部監査というものを強く信頼し

ています。CEOはすべての監査報告書を読み、それに注意を払っ

ているため、他の経営幹部もそうしないわけにいきません。」

 コーポレートガバナンス

　日本政府は昨年、サーベンス・オクスレー法に類似する法律を

可決しました。新生銀行を含む日本の企業は、2008 年 4月1日

以降開始する事業年度から、決算時に監査報告書、財務諸表と

共に内部統制報告書を提出することが求められます。

　「日本におけるコーポレートガバナンス法制の変化は、主に経営陣の責

任を強化し、監査委員会と監査役の権限を強くすることを意図したもの

でした。」と毛利氏は言います。「新生銀行には4人の監査委員会委員

がおり、すべての委員は銀行外部の出身で、かなりの量の情報を私に要

求します。当行のコーポレートガバナンスはその点で強固なものです。」

 新しい内部監査機能のビジョン

　ワールドクラスの監査業務を実現しようと奮闘する中で、毛

利氏と内部監査部門はいくつかの課題に直面しています。第一

の重要な課題は監査人自身に関することです。「監査は人によっ

て行われます。そのため、人事異動があることを考えておかな

ければなりません。」と毛利氏は言います。「次の世代の監査人

をどのように育てるのか。私達は、現在実施しているゲスト監

査人プログラムに加え、資格認定及び教育プログラムを強化し

実施していきます。」

　毛利氏にとって幸運なことに、経済界にコーポレートガバナ

ンス意識が生まれたおかげで、日本国内の内部監査人材プール

は過去 4～ 5年で大きく成長しています。CIA試験の受験者は

劇的に増えています。日本向けに試験内容を翻訳した毛利氏は、

1999年 11月に受験者はわずか120名だったが、現在では2,200

名になっていると言います。「これは、将来、監査人を採用する

際に利用できる、より大きな人材プールがあるということです。」

と彼は言います。

　第二の課題は、銀行内におけるIT技能を持った会計分野の

監査人の不足から生じるものです。「テクノロジーのないプロセ

スはもはや存在しません。」と毛利氏は言います。「ビジネスとシ

ステムの知識を持つ監査資源が不足しています。新しく入ってく

る監査人と現在いる監査人が ITシステムについて学ぶことに強

い期待があります。ここでも教育と資格認定が関わってきます。」

　最も困難な課題は被監査部門の期待に関するものです。毛利

氏と彼のチームが妥協なく継続的監査の手法に移行する中で、監

査クライアントの視点もそれに順応しなければなりません。「被監

査部門は私達と協力して、より多くの情報を提供し、同時により

多くの監視に直面する必要があります。」と毛利氏は言います。「事

業部門との継続的な対話を通じて、私達は監査人の概念を変え

つつあります。被監査部門には、私達を後見人、内部統制の医者

として見てもらうことを望んでいます。しかし、私達は医者として、

問題を把握する責任を負っているだけでなく、それを解決する責

任も負っています。」

　毛利氏は、最近、内部監査人協会（IIA： Institute of Internal 

Auditors）のグローバル・エグゼクティブ・コミッティーの書記 

（the secretary of global executive committee）に指名されまし

た。IIAの歴史において、アジア人がこの地位に指名されたのは

初めてのことです。毛利氏は監査人に、より多くの社会貢献活動

を行うことを求め、更に彼らに組織の営業部隊が、より効果的に

顧客に対応できるよう支援することを求めています。

　多くの日本の金融機関は、内部監査活動を改革しようとして

いますが、検査アプローチに留まっています。新生銀行の営業

部隊は（少なからず毛利氏と彼のチームの努力により）、内部統

制の知識により精通するようになっているため、その考え方を銀

行の法人顧客に広げ、組織を再編成し、標準化された監査プロ

セスのためのワークフローを確立する方法を示すことができます。

　「私達は世の中に内部統制の考え方を広めています。」と毛利氏

は言います。「営業部隊はこれらの取り組みを評価しています。私は、

当行の顧客である企業のCFOやCEOと会い、内部統制について

プレゼンテーションを行うことがありますが、そこに同席する当行の

営業担当者は私のプレゼンテーションに感銘を受けています。」

13 SHINSEI BANK
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内部監査チームは、サーベンス・オクスレー法に対する革新的取

り組みと、全く新しいアプローチにより、強力な内部統制環境の構

築支援に邁進しています。

　シグマアルドリッチは、生化学及び有機化学製品及びキット

を提供する世界規模のライフサイエンス・テクノロジー企業で

あり、それらの製品を科学研究及び遺伝子情報研究、バイオテ

クノロジー、薬剤開発、診断、製薬その他の製造の主要材料

として使用する顧客に提供しています。シグマアルドリッチは、

1975 年にシグマケミカル社とアルドリッチケミカル社の合併に

より設立され、その30年の歴史の中で市場の平均成長率以上

の率で成長してきました。1975年に同社は化学製品の売上げが

3300 万ドル、化学関係の従業員が約800人、事業拠点のある国

は5カ国でしたが、今日では、売上げ18億ドル、従業員7,300人、

事業拠点は全世界 35カ国に及んでいます。

　シグマアルドリッチの内部監査ディレクター、デーナ・プロン

カ氏は、今の役職に就いてから7年になります。プロンカ氏は、

内部監査機能を再び活性化し、再び戦略的なリスクへの取り組

みを業務の中核に据えるために採用されました。当時、外部監

査の分野での経歴に加えて、8年を超える内部監査の経験を持っ

ていたプロンカ氏は、同社の内部監査機能に新しい生命を吹き

込むのにまさに適任だったと言えましょう。

　プロンカ氏によれば、シグマアルドリッチは新興企業のような

力強さと活力に溢れているそうです。経営陣は3年ごとに詳細

な戦略計画を策定します。最も新しい計画は2005年末に策定さ

れました。この時、同社は4つの事業体に再編成され、それぞ

れが独自の戦略上及び業務遂行上の目標を持っています。

　プロンカ氏の部下は6人の監査専門職（マネージャー2人、

上級監査人 2人、スタッフ2人）のチームです。「当社の組織構

造は複雑なマトリクスになっているため、私達はいつも、人事や

情報システムといった統合的な会社機能に依存しています。」と

プロンカ氏は言います。「そのため、各部署の取り組みを理解し

ようとはしますが、業務ラインに沿って監査チームを分けるとい

うことはしていません。」

 権限を与えられた監査チーム

　プロンカ氏は、権限を与えられた主体的な内部監査チームの

ユニークな特徴の1つとして、形式にとらわれない監査人の人

事ローテーションを挙げています。「人事ローテーションを形式

化することは私の考えに合いません。人事ローテーションを形

式化することは個人の目標やタイミングに制約を課すものになる

と考えるからです。」とプロンカ氏は言います。「監査人のローテー

ションを形式にとらわれないものにし、代わりにチームを開発す

るという意識を浸透させようとしています。監査人が他の職種

を望むなら、それを勧め、彼らが長期的な目標を考え、追求す

る手助けをします。」私達のチームがオープンであることは、人

員の異動を減少させる一助となっています。

　新しい監査人を採用するとき、プロンカ氏は外部監査や業界

での監査の経験など、確かな能力を求めます。「私達のチームは

小さく、当社の特徴を考えれば、これらの能力は必要なものです。

これが大学を出たばかりの監査人を採用しない理由です。」と彼

女は言います。「基本レベルの理解力を求めますが、“規則どおり”

の監査人は求めていません。好奇心、創造性、現実性、革新性

など、より柔軟な様々な能力を求めています。高い問題解決能力、

オープンな性格、協調的姿勢と同様に、コミュニケーション能力

も重要です。」

　プロンカ氏は、できる限り組織をフラットな状態に保っていま

す。彼女は以前は出張に出突っ張りのビジネス・ウーマンだっ

たので、勤務時間の60パーセントから70パーセントを出張に

とられる仕事には慣れています。しかし、プロンカ氏は今のチー

ムでは違う形で仕事をしたいと考えています。監査人に出張を

自分で管理する権限を与えるだけでなく、自分で自分の仕事を

管理し、自分の影響力を管理し、自分のキャリア開発を管理す

る権限を与えるということです。「当社は35の国で事業を行っ

ており、売上げの半分以上は海外でのものです。」と彼女は言い

ます。「当社は米国外で重要な事業を行っており、従って重要な

監査リスクが米国外にあります。私は勤務時間の35パーセント

が出張です。それがほとんどの人にとって妥当で実行可能な限

界値だからです。このようにするため、私のチームでは、出張

を減らしても仕事ができるように努力しました。例えば、正式な

往査に出る前にできる限りセントルイス本社で仕事を行うように

するなどです。また、3週間の出張を最大 2週間に減らしました。

私達の共通の目標は、出張が誰にとっても管理しやすいものに

なることです。」

 監査に対する独特なアプローチ

　シグマアルドリッチの組織とその内部監査チームは、人を重

視する、という点で共通しています。内部監査チームは会社全

体からきわめて協力的な支持を得ています。プロンカ氏によれ

ば、内部監査の機能は、内部統制の妥当性と財務報告の正確さ

を評価するという従来からの目標に加え、付加価値の創出とプ

ロセスの改善に邁進しているとのことです。

「改善のための指針：組織の業績を向上させるための実践的アプ

ローチ」（脚注）は、シグマアルドリッチの役職員すべてにとっ

ての必読書です。「個々人は、毎年、このプロセス改善の取り組

みに基づいて評価されます。」とプロンカ氏は言います。「私達

のミッションは、当社が強力な内部統制環境を構築し、リスクを

管理するのをサポートしながら、独立を保ち、リスクの問題が

発生すればそれを管理することです。私達は全社的な支援を得

ています。これは協力の精神を育むことに役立っています。また、

私達の提案が付加価値を持ちかつ妥当なものであるようにする

ため、私達は独自の地位を与えられています。」

　内部監査チームはシグマアルドリッチの業務部門別に沿って

組織されてはいませんが、3年の戦略計画と連動するように戦

略的取り組みと歩調を合わせています。2005年に策定された計

画の中には、次の5つの取り組みが示されています。

● 顧客と市場と合わせて組織を編成する。

● インターネットの優位性を重視する。

● 経済が急成長している国（インド、ブラジル、中国）で事業を

拡大する。

● 高い投資利益を得るためのプロセスの改善を活用する。

● 企業買収を通じて成長目標を達成する。

　2006 年、プロンカ氏とそのチームは、会社が目標とする成長

地域のうちの2つ（ブラジルと中国）に出張し、また、米国内

では売上割引プロセスに対し社内で行う評価をサポートしまし

た。2007 年には、インドと中国での監査実施に加え、電子商取

引の売上げとマーケティングで市場のリーダーであり続けるとい

う目標を達成するのに、内部監査機能がどのようなサポートが

できるかを検討することを計画しています。さらに内部監査チー

ムは今年、ヨーロッパでの売上割引プロセスの評価や、最近買

収した3つの企業の監査の実施を予定しています。

【脚注】 Langley, G.J.； Nolan, K.M.,； Norman, C.L.； Provost, L.P.； 

and Nolan, T.W.； The Improvement Guide： A Practical 

Approach to Enhancing Organizational Performance； 1996； 

Jossey-Bass； San Francisco； California

 パフォーマンス測定

　昨年、プロンカ氏と内部監査チームは、監査満足度アンケー

トを実施しました。これは監査実施後すべての監査対象部署に

送られました。アンケートの結果は好意的でしたが、全体的に

監査チームと業務側のマネージャーやスタッフとの間は協力的な

雰囲気だったため、プロンカ氏とそのチームには、結果は予想

通りだったと言います。パフォーマンスは、年次監査計画の達

成度によっても評価されました。「私達は今年、監査報告が出来

上がるまでの所要時間を管理し、所要時間の大幅な改善を達成

しています。」と彼女は言います。

　組織全体の観点からは、内部監査チームは、最高経営陣から

下りてくる部署別目標に基づいて評価されます。「私達の部署の

目標は、会社全体の3カ年戦略計画を用いて作成され、内部監

査チームはこれらの目標の達成をサポートする役割を負っていま

す。」と彼女は言います。「会社に付加価値をもたらすことが私

達の仕事です。強力な内部統制環境の構築を促進するという役

割に加えて、究極的には、これが経営陣にとって最も重要なこ

とだからです。この数年、サーベンス・オクスレー法対応とその

効果の再評価にもとづいて、私達は経営資源を、規制対応から、

付加価値を創出する活動に振り分け直しました。当社は非常に

よく内部統制が機能している企業であるため、そうすることがで

きたのです。」

 サーベンス・オクスレー法

　コーポレートガバナンスに関する規制は、プロンカ氏とその

チームに大きな影響を与えました。サーベンス・オクスレー法施

行の最初の年である2003年に、プロンカ氏はコントローラーが

統括するサーベンス・オクスレー法対応プロジェクトのリーダー

に任命されました。「私達は Protivitiと協力して、対象範囲を

定め、リスク・コントロール・マトリクスを作成し、テンプレー

トの導入と文書化を行いました。」と彼女は言います。「当初は、

内部監査はこのプロセスを担当するべきではないと考えていま

したが、社内の内部統制の専門家として、自分たちの能力と経

験を使い、経営陣が文書化の基盤を作ることをサポートするこ

とに決めました。2003年に、内部監査チームは、内部統制のテ

ンプレートを作成し、文書化の品質を保証する手助けができま

した。」

　2003年にはまた、プロンカ氏とそのチームは、経営陣に代わっ

てテスティングを実施しました。最初に同社の上位 7拠点（セ

ントルイス本部、ミルウォーキー、日本、英国、ドイツ、フランス、

スイス）に重点を置き、各拠点で約10から12のプロセスをテ

ストしました。「その年、私達は人的資源の70パーセントをサー

ベンス・オクスレー法に充てましたので、それにより他の内部監

査計画に大きな影響が出ました。」

　次の2004 年には、内部監査人は、それまでに実施した作業

の「簡単な再評価」に取りかかりました。「私達は内部統制がよ

く行き届いた企業であることが、大いに役立ちました。財務上

の責任を持つことは私達の基本的な業務運営方針です。」とプロ

ンカ氏は言います。往査を行った拠点と監査対象のプロセスを

見直した後、内部監査チームは対象範囲を定義し直し、すべて

の拠点で1プロセスを対象から除外したほか、1つの拠点を対

象外として、さらに一部のテストに含まれる作業を簡素化しまし

た。しかし、それにもかかわらず、他では新たな作業が発生し

ていました。「一部の分野では作業を簡素化しましたが、情報テ

クノロジーに関連する作業を増やす必要がありました。」とプロ

ンカ氏は言います。「当時、当社はいくつかの大規模な企業買収

も経験していたため、依然、勤務時間の約70パーセントをサー

ベンス・オクスレー法対応に充てていました。」

　2005年、プロンカ氏は年次監査計画を準備しながら、内部監
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査チームが、サーベンス・オクスレー法対応に追われてしまい、

やり甲斐の不足のために疲弊し、士気が落ちていることに気づき

ました。プロンカ氏はサーベンス・オクスレー法対応の仕事にチー

ムが費やしている時間を大幅に削減したいと考え、経営陣と監査

委員会と協力して、内部監査チームの作業を勤務時間の70パー

セントから50パーセントに削減する計画を立てました。「チーム

を拡大することや、サーベンス・オクスレー法の仕事をアウトソー

スすることを検討しました。」と彼女は言います。「また、テスティ

ングは各拠点に任せ、内部監査チームが実施するのではなくそ

れをレビューするようにしてはどうかと考えました。」

　最終的には、Protivitiがプロンカ氏とそのチームがサーベンス・

オクスレー法対応のプロセスを検討し再構築するサポートを行

いました。プロンカ氏も、シグマアルドリッチのコントローラー、

CEO、CFOもすべて、対応プロセスを再構築することに賛成し

ました。全拠点の全チームにとってこれがサーベンス・オクスレー

法対応の作業を簡素化する最も持続可能な方法だったためです。

監査委員会はこの変更を承認しました。2006 年初め、シグマア

ルドリッチは、サーベンス・オクスレー法対応アプローチを全く

新しくするプロセスに着手しました。例えば、次のようなことを

行いました。

● 対象範囲－他の企業でもそうであったように、最初のアプロー

チは保守的で、沢山のコントロールとプロセスを文書化の対

象としていました。これをリスクベースの対象範囲の選択に

変更しました。「拠点とカバー率の観点からアプローチを改め

て見直しました。以前は、上位 7拠点のすべてのプロセスを

見ていきました。しかし今度は、すべてのプロセスを含める

ことにはこだわらずに、拠点毎に個別に対象範囲を決めてい

きました。その結果、テスト対象範囲から、20のプロセスを

除外しました。」とプロンカ氏は言います。

● コントロール－例えば、毎月の業務実績報告の作成の過程で、

コントローラーがレビューし、事業部門のマネジメントへ提出

するといった、一定のコントロールに対する既存の組織レベ

ルのモニタリングにもっと依存するように、根本的な変更を行

いました。「既存のコントロールを活用し、それに信頼を置く

ことにしました。これは大きな転換です。こういったコントロー

ルは絶えず実施してきましたが、最初のサーベンス・オクス

レー法の対象範囲の決定に際しては、拠点レベルのものを最

も重視しました。一部の分野ではコントロールの証拠書類を

増やし、最終的に、個々の拠点からは詳細なテストを取り除

くことができました。」と彼女は言います。

● テスティング－テスティングのプロセスは3つの分野で変革

されました。

   ・ モニタリング・コントロールに依存する。

  ・ プロセス間の相互依存と、縦割り型手法の排除

  ・ 実証性テストを行わない内部統制テスト。「勘定照合をテス

トする場合、面前で勘定照合が完了しレビューされていれ

ば、これがテストになります。」とプロンカ氏は言います。

　この結果、変革の取り組みにより、サーベンス・オクスレー法

対応に費やされる時間が 40パーセントに削減され、30パーセ

ント削減という監査委員会の目標を超えました。現在、プロンカ

氏と6人の監査人のチームは、サーベンス・オクスレー法対応

に勤務時間の30パーセントしか費やしていません。「ようやくバ

ランスがとれたと感じています。」と彼女は言います。

　さらに進んで、プロンカ氏は、ガバナンスに対するこの新しい

アプローチを強固なものにし、当社に内部統制が行き渡った状態

の維持をサポートし、経営資源が適切に管理されるようにするこ

とを計画しています。「自動化システムも、さらに活用することに

なります。」と彼女は言います。「私達は効率を高める方法を見つ

ける挑戦を続け、社内で他の部署と連携して付加価値を創出し、

戦略にさらに特化する日々新たな努力を続けていきます。」

　ワシントン・ミューチュアルは、総資産で米国6位の規模を持

つ銀行であり、リテールバンキングと金融サービス、住宅ローン、

商業銀行業務、及びカードサービスという4つの主要ラインを通

じて事業を行っています。この10年、ワシントン・ミューチュア

ルにとって大きな成長を記録しました。1995年には、同行は4,000

人を超える専門職を雇用し、資産は216 億ドルでした。現在、ワ

シントン・ミューチュアルは、これらの数字を伸ばし、従業員は

約50,000 人、資産は3,460 億ドルです。この発展は買収による

19の企業と総額 2,000 億ドル以上の資産を含んだ結果です。

　ワシントン・ミューチュアルの内部監査部は、同行の組織構

造を反映しており、事業の4つのラインそれぞれに監査ディレ

クターが割り当てられています。また、情報テクノロジー（IT）、

信用リスク、資本市場／財務／経理、及び、各部門の内部イン

フラの効率性、品質、及び革新を推進する専門作業グループに

さらに4人の監査ディレクターが割り当てられています。ワシン

トン・ミューチュアルの著しい成長に遅れをとらないようにする

ため、内部監査部門は、最高クラスの監査部門となるビジョン

を確立し追求することで、その対象範囲を再構築し拡大してい

ます。チームは現在、再構築と成熟を目指す5カ年計画の2年

目にあります。

 経営目標

　統括監査人ランディ・メルビー氏によって指揮される内部監

査部は、ワシントン・ミューチュアルの監査委員会に直属し、部

門運営上はチーフエンタープライズリスクオフィサーに報告し、

125人の部員で構成されます。最高クラスの監査部門を形成す

るためにメルビー氏とそのリーダーシップチームが定めた経営目

標と成功要素は次のようなものです。

● 競争優位要因として人を重視する。

● 主要なステークホルダーとの間に効果的な関係を確立する。

● コアとなる業務計画を作成する。

● 付加価値サービスを定義し提供する。

● 効果的なコミュニケーションと報告の方法を確立する。

　人を重視するため、メルビー氏は、人材重視の考え方と高い

業績をもたらす企業文化を浸透させるための2つの主要な要素

を目標としています。これらの要素は、キャリア開発と、確固と

した業績フィードバックの提供を重視することです。「キャリア

開発は、各監査人と協力してキャリア開発計画を作ることから

始めます。」とメルビー氏は言います。「これに関して私が前提

とし情熱を持っていることは、正式な研修だけに頼らないことで

す。当行では年間80時間の重要な講義を監査人に提供してい

ますが、これは重要です。私の意見では、ソフトスキル、リー

ダーシップスキルの不足が、キャリアを狂わせる原因になってい

るからです。私達は各個人の情熱を解放するように努めていま

す。情熱は各人に毎日仕事をするための活気を与えるものです。

キャリア開発は長い道のりであり、個人のキャリアの早い段階で

実際の結果を生み出し始める必要があります。これは、ほとん

どのマネージャーがあまりうまく扱えない複雑で困難なプロセス

です。しかし、それをマスターできれば、人材の採用と定着の

鍵になると考えています。私達の目標は、ワシントン・ミューチュ

アルが社内外の意欲があり才能を持つ監査専門家にとって選択

したい行き先になることです。」

　メルビー氏によれば、同様に重要なことは、確固とした成果の

フィードバックです。つまり、年次評価で単独に行われるのでは

なく、年間を通して行われるリアルタイムの継続的フィードバッ

クです。「今度は私達が各個人のキャリア開発計画、研修の進展、

職業上の成長に遅れずについて行きます。マネージャーは半年及

び1年ごとの業績評価を実施し、各チームの業績を把握します。

継続的フィードバックの目標は、それにより年末の評価プロセス

で“サプライズ”がない状況をもたらすことです。」と彼は言います。

　監査部はまた、2006 年を通じて、ワシントン・ミューチュア

ルの事業とその内部監査の重点を深く理解することで強みを構

築することに注力しました。スタッフのスキルレベルと可能性を

評価するにあたり、メルビー氏と彼のチームは、知識の深さと幅

に関するギャップを把握するため一連のスキルを分析しました。

研修及び採用プログラムは、これらのギャップに対応するように

調整されました。

　シニアマネジメント、監査委員会、外部監査人、規制当局、株主、

及び顧客など、主要なステークホルダーとパートナーとなるため

に、メルビー氏はこう言います。「真のビジネスパートナーにな

るために、経営陣ほどではないにしても、私達も事業において

変化するリスク要因を理解する必要があります。先を見越して

顧客とパートナーになることで、統制環境とサービスの質を改

善するための解決策を提供することができるようになります。こ

の一環として、どのように企業のリスクマネジメント機能と交流

してそれを監査し、戦略リスクを評価し、リスクに対するグロー

バルな視点を維持し、内部監査の客観性と独立を確保するかを

決定することが必要です。現在、私達は戦略設定段階にいます。

ワシントン・ミューチュアルが経験している変化の程度を考える

と、内部監査チームは、当行を前進させるリスクの高い分野に

焦点を当てることで、できる限り効果的で大きな変化への推進

力にならなければなりません。」

　コアとなる業務計画の実施には、コアとなる能力に習熟する

こと、事業、IT、不正及び財務報告を含む統合監査などの最高

クラスの方法論を適用すること、進捗を測定するための効果的

ワシントン・ミューチュアル

ワシントン・ミューチュアルにおける最高クラスの監査部門の構築
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で正確な測定基準を用いることが含まれます。コアとなる業務

計画はまた、専門的実務グループに依存します。専門的実務グ

ループは内部インフラの確立と監視を行い、監査方法について

の規律と一貫した適用の制度化を支援するに当たって重要な役

割を果たすものです。

　付加価値サービスの提供は、内部監査チームの主要顧客であ

る監査委員会の観点からそれらのサービスを定義することから

始まります。これを行うため、メルビー氏は、適格要因より、差

別化要因の重視を彼の率いるチームに導入しました。適格要因

は、アシュアランス業務、監査報告書、監査調書作成、研修など、

内部監査チームが毎日行わなければならない標準的な監査プロ

セスです。差別化要因は、内部監査チームを卓越した水準に押

し上げ、特徴的価値を会社に提供する能力を強化するものです。

　さらに、メルビー氏は、従来のリスクに対する焦点に加えて、

戦略リスクにも取り組むことで、内部監査チームは会社に価値

を提供できると認識しています。コーポレートガバナンス監査な

どの戦略リスク監査を完了することは、経営陣の内部監査部へ

の信用を高めることに役立ちます。「事業戦略に焦点を当てた監

査は、企業のリーダーが最も関心を持つ分野への洞察を提供し

てきました。」とメルビー氏は言います。

　最後に、効果的なコミュニケーションが成功要因となります。

その理由は、効果的なコミュニケーションはワシントン・ミュー

チュアルの取締役会と監査委員会がその責任を果たすことを支

援するからです。内部監査チームは、監査計画とプロセスに関

する有意義な報告、主要リスクに関する包括的情報、及び、コ

ントロールとリスク評価を結びつけるための全社的リスクマネジ

メントチームとの協力戦略を提供します。それにより、取締役会

と監査委員会は、網羅的な展望を持つことができ、報告内容を

十分に理解することができます。内部監査チームは現在 5カ年

計画の2年目にあるため、内部監査業界のベンチマーキングに

おいて、ネットワークグループと情報交換したり、類似条件下の

測定基準を比較するところまで拡大しています。

　これらの経営目標を目指して進むことで、ワシントン・ミュー

チュアル内での内部監査の役割は変わりました。「仕事をうまく

できるようになり、最高クラスのビジョンに近づくにつれて、私

達は監査と経営陣との間に建設的緊張を生み出す傾向にありま

す。」とメルビー氏は言います。「これは組織のリスク政策に大き

な影響を及ぼす戦略リスクの問題を前面に出した結果です。そ

うするために私達が雇われています。」

　「生み出された建設的緊張は、監査と経営陣の両方によって専

門職にふさわしい形で処理され、組織の観点から見て健全なこ

とです。私達は自分たちを企業の財産管理人と見ており、実行

可能な提案を提供し、リスクマネジメントの専門的知識を活用す

ることで、経営陣と協力して問題を解決します。」と彼は言います。

 スキルマトリクス

　内部監査チームを継続的に成長させ教育するため、メルビー

氏と彼の率いるチームは、幅広く具体的なハードスキルとソフト

スキルを求めています。これらは次の3つの大きなカテゴリに分

類されます。

● 中核的監査スキル－銀行かその他の組織かにかかわらず、内

部監査活動全般に適用されるスキル。

● プロフェッショナル及びリーダーシップスキル－コーチング、

フィードバック、言語能力、協調、交渉術、指導能力などの

ソフトスキルを含むもの。

● ビジネススキル－リテールバンキング、ローン引受・提供、ク

レジットカード事業、及びオフバランスシート商品など、監査

対象となるビジネスを理解するために必要なスキル。

　「個人が取り組みたい分野や改善したい分野がある場合、それ

はこれら3つの分野のいずれかになります。」とメルビー氏は言

います。「できるだけ多くの中核的スキルを教えるマスターアカ

デミック計画があります。私達は、より優れた監査人になるだけ

ではなく、総合的に、より優れた専門家になるための研修プログ

ラムで人材を開発しようとしています。内部監査部は、時にプロ

フェッショナルやビジネススキルを軽視しますが、私達はすべて

の従業員に確固とした教育計画を提供しようと試みています。」

 将来のビジョン

　メルビー氏と彼の率いるチームが共有しているビジョンは、次

の3つの基本概念に基づいています。

● 人の重視－「これは声を大にして言いたいことです。」と彼は

言います。「私達は人間的に触れ合う経験を生み出すことを期

待しており、そのために、監査チームはチームに役立つため

に働くのであり、その逆ではないという考え方を身につけなけ

ればなりません。」

● より良い改善されたサービスを低いコストで提供する能力－

「これは、生産性を向上し、効率性の比率を定義し、監査委

員会と経営陣が効率性をどのように改善するかを決定する助

けになる主要な測定基準を確立することで達成できます。」と

彼は言います。コストを抑え、効率性を高めるため、内部監

査チームは、監査作業を削減するために自動モニタリングに

投資し、一方でワシントン・ミューチュアル全体のリスク活動

を効果的に測定することを計画しています。

● 戦略リスクの一層の重視－ 「毎日の監査の詳細を超えた部分

に目を向け、リスクを管理し成長と戦略目標を達成することを

目指す必要があります。」とメルビー氏は言います。「今こそ、

私達のチームが変化を促進させる時です。」

　ウェルズ・ファーゴは、北米及び海外の6,000の店舗、インター

ネット、及びその他の販売網を通じて、銀行業、保険業、投資、

住宅ローン、及び消費者向け金融等を顧客に提供する多角的金

融サービス企業です。サンフランシスコに本拠を置くウェルズ・

ファーゴは、4,820 億ドルの資産を持ち、80を超える事業全体

で158,000 人の従業員を雇用しています。ウェルズ・ファーゴは

米国で40位の規模を持つ非公開企業です。

　ケビン・マッケイブ氏は、2003年 1月以降、ウェルズ・ファー

ゴのヴァイスプレジデント兼主席監査人を務めています。マッ

ケイブ氏は、8大会計事務所で 6年間働き、CPAを取得しまし

た。その後、バンカーズ・トラスト・カンパニーに移り、ここで

トレーディングルームの監査を担当していました。彼はアジアと

ヨーロッパに駐在した15年間で、本部から離れたところからチー

ムを管理する方法を学んだと言います。これは監査チームのリー

ダーにとって重要な能力です。「時差が12時間ある場所に居る

と、自分で意志決定をして、その正当性を主張することが必要

になります。」と彼は言います。

　ウェルズ・ファーゴの主要な事業ラインは、リージョナルバン

キングです。これには、店舗、ATM及びカード業務、住宅ローン、

ファイナンスカンパニー、及びホールセールバンキングが含まれ

ます。同社はカナダ及びカリブ海に事務所を有し、またアジア

及びヨーロッパにも小さな事務所を有していますが、米国内で

の事業が全体の約98%を占めています。

　ウェルズ・ファーゴ監査・セキュリティ（Wells Fargo Audit 

and Security： WFAS）グループは、300人の常勤スタッフから

なる監査サービスチームと、300人のプロフェッショナルからな

る企業セキュリティチームから構成されます。監査サービスにお

けるレポーティングラインは、監査委員会の承認を得た正式で

4ページにわたっての文書化されたプロセスです。マッケイブ氏

の職能上のラインは監査委員会に属し、業績評価と報酬の他に

監査計画と予算の承認を含みます。一方、部門運営上のライン

はCEOと会長に属します。「両方が重要で、CEOのラインがな

ければ主要な会議や配布リストから簡単に外されてしまい、監

査委員会がなければ独立を保つことは困難になります。」と彼は

言います。

 ローテーション及びトレーニングプログラム

　効果的な内部監査機能を構築し維持するため、WFASは一

流大学の卒業生を採用し、積極的な学卒採用の取り組みを始

めています。これらの志願者は、チームのローテーション及び

トレーニング（R&T）プログラムに参加します。過去 4年間で、

WFASは、当初の5人の新入社員数から2007年には20人とい

う予定人数へ枠を拡大しました。「私達はR&Tプログラムを一

流のプログラムにし、すべての新入社員が採用から1年以内に

CIAを受験して合格するところまでもって行きたいと考えていま

す。」とマッケイブ氏は言います。「今年は2年目の目標を設定し、

その目標達成のためR&Tプログラムを率いる常勤の教育開発

マネージャーを採用しました。」

　シニアレベルでは、現在いるスタッフが紹介し、紹介者が報

酬を受けるプログラムや、また、社内及び社外に仕事を告知す

るウェブ投稿のいずれかを通じて志願者を採用しています。「そ

の結果、この2年間に、従業員1人当たり3,000ドル未満の採

用コストで、50人を超えるチームメンバーを採用しました。」と

マッケイブ氏は言います。「過去4年間で、チームのマネージャー

のほぼ全員をグループ内から昇進させました。」

 ビジョンとバリュー

　過去 2年間に、マッケイブ氏は、膨大な時間とエネルギーを

チームのビジョンとバリューのために費やしてきました。これは

ウェルズ・ファーゴのビジョンとバリューをモデルとするもので

す。「ポリシーとプロセスに関してかなりの改善を達成した結果、

私たちは、自らをIIA、SAS 65、及びOCCの基準に対して“良

（good）”と評価できるようになりました。」とマッケイブ氏は言

います。「私達は次に“優（great）”を目指さなくてはなりません。

そのレベルまでパフォーマンスを上げるためには、最重要目標に

ついて皆が一致した考えを持つ必要があります。そして、すべ

ての取り組みとコミュニケーションをこの目標に結びつける必要

があります。」

　これを達成するため、WFASは次の5つの戦略目標を設定し

ています。

1. 当社と同様に優れたリスクマネジメント

2. ビジネスパートナーからの評価と信頼

3. 1つにまとまったウェルズ・ファーゴ監査チーム

4. キャリア構築に優れた組織

5. 慎重な資源管理

　それぞれの戦略目標は、個人及びチームのパフォーマンス測

定に反映されています。「私たちの部署内のコミュニケーション、

プロジェクト及び報酬のすべては、5つの戦略目標に結びついて

います。」とマッケイブ氏は言います。

　「これらの目標は、私達がどこを目指しているのか、優れた

（great）監査部門になるため今後数年間に何をする必要がある

のかを明確にするものです。」と彼は言います。

ウェルズ・ファーゴ

成功のための提携： ウェルズ・ファーゴにおける内部監査

15 WASHINGTON MUTUAL, INC. 16 WELLS FARGO & COMPANY 国際企業の内部監査機能のプロファイル
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 RCSA

　監査サービスの取り組みの多くが全社的な変化に結びついて

います。例えば、同行は全社的リスク及びコントロールセルフ

アセスメント（RCSA）ツールを導入しています。各グループ

は、リスク及びコントロールに関する情報を、このツールに一定

の基準のもとに投入していきます。「この強力なツールのおかげ

で、最上位のリスク及びコントロールの弱点を集計することが可

能になります。」とマッケイブ氏は言います。「これが完成すれば、

RCSAは監査計画に用いるリスク評価プロセスに置きかえるこ

とができるでしょう。これは、監査でできることよりも簡単で優

れたものになります。また、四半期ごとに状況の変化を分析で

きるようになることで、モニタリングも強化されます。」

　RCSAは、WFASがファイナンシャル、業務、テクノロジー

及びコンプライアンスリスクとして定義した事業リスクを監査人

が分析することに役立ちます。集計されたリスクとコントロール

に関する情報は各レベルにおいてレビューされ、取締役会でも

レビュー可能になります。WFASは、その業務を最も高い残存

リスクに集中し、四半期毎にネガティブな変化を監視し、追加

的対応が必要かどうかを判断することができるようになります。

　「この全社的取り組みは、より多くのセルフアセスメントを行う

ように経営陣を押し動かしています。」とマッケイブ氏は言いま

す。「また、この取り組みは現在の3段階評価から5段階評価へ

の移行中であり、リスクの記述はより精緻なものになっています。」

 パフォーマンス測定

　WFASの年次パフォーマンス測定では次の3つの主要な測定

基準が考慮されます。

● 修正後監査計画の95パーセントを12月31日までに完了しな

ければならない。

● 監査サイクルガイドライン（例えば、高リスク監査の監査サ

イクルは12か月ごとであり、低リスク監査ではサイクルは36

か月ごとである）からの逸脱は10%未満でなければならない。

● 内部品質保証のスコアは平均 80パーセント以上でなければな

らない。

　「加えて、私達は規制監督者の満足度評価の維持と向上を目

指し、監査業務に費やした時間を測定します。例えば、往査に

かける日数は75日未満にするべきであり、報告書は30日未満

で発行するべきです。」とマッケイブ氏は言います。「これらの

追加的な測定基準についても監査委員会に報告されますが、前

述の主要 3測定基準と重要性が同じレベルではありません。」

　パフォーマンスと期待に関するフィードバックをより多く集め

るため、WFASは、企業執行委員会・ステークホルダー期待

測 定（Corporate Executive Board - Calibrating Stakeholder 

Expectations： CASE）調査ツールを使用して、監査委員会メ

ンバー、経営委員会メンバー、及びラインマネージャーの一部

を対象に毎年調査を実施しています。調査の結果は通常、肯定

的なものですが、努力が必要な分野が特定されます。」

　経営陣からのこの種の直接的フィードバックと関与は、マッ

ケイブ氏にとって重要なものです。「WFASはウェルズ・ファー

ゴの重要な委員会のすべてに含まれています。」と彼は言います。

「私達は、監査、財務及び信用調査委員会の他、取締役会の非

常勤役員の会合にも出席します。また、経営委員会、サーベン

ス・オクスレー法開示委員会、Basel II 運営委員会及び様々な

コンプライアンス委員会に参加します。これらの会議でのコミュ

ニケーションは活発かつ率直です。」

 コーポレートガバナンス

　ウェルズ・ファーゴは、過去 4年間で、監査委員会規程と委

員会が受け取った報告書を含み、同行のコーポレートガバナン

スのほとんどすべての局面をレビューし、修正又は確認を行い

ました。「さらに、ウェルズ・ファーゴは、新しい全社的リスク

マネジメント（ERM）委員会の創設を支援し、コンプライアン

スポリシーとモニタリング手法をより強固なものにすべく大幅な

変更をしました。」とマッケイブ氏は言います。

　しかし、これまでのところサーベンス・オクスレー法対応にお

いてWFASの役割は比較的軽いものとなっています。同行で

はコントローラーが、対象範囲の設定、コントロール文書、テ

スト基準及び品質保証結果の設定を行い、事業ラインのコント

ローラーを通じてそのプロセス運営を促進しています。WFAS

は、業務を監査する際の通常の監査サイクルで、文書化の品質

と結果をテストします。「このテストは、外部監査人が私達の発

見事項に依拠することができるように、毎年特定のサンプルを

集めたり、第 4四半期に業務を完了することを意図するもので

はありません。」とマッケイブ氏は言います。「これは、SECと

PCAOBが規則を変更し、外部監査人が他者の作業に依存して

もよいということになれば変更されるでしょう。」

　マッケイブ氏によれば、彼のチームの最大の変化は、特に資

金洗浄防止・銀行安全法（Anti-Money Laundering ／ Bank 

Secrecy Act）（AML／ BSA）に関連して、コンプライアンス

の取り組み全般に対するすべての独立的評価を実施する責任を

負うという点です。「以前は、コンプライアンスの評価に費やす

時間は全体の5%程度でした。」と彼は言います。「この分野の

人数を増やし、現在、常勤換算で最大15パーセント費やしてい

ます。」

 将来のビジョン

　監査サービスについて、マッケイブ氏は、効果的な監査計画

の策定に加え、監査までの期間に生じる主要なリスクについて

の強固なモニタリングプロセスを支えるリスクマネジメント機能

に注力したチームになるというビジョンを描いています。「各事

業ラインがそれぞれ持っているリスクマネジメントの機能が一貫

したものになれば、私たちのチームがこれらの機能を活用できる

ようになります。これはまたとないチャンスです。その実現のた

めに、それぞれのリスクマネジメントを担当するグループと協力

して、対象範囲やプロセスを改善していくつもりです。」

　マッケイブ氏は、WFASがこのビジョンを形成する要因となっ

たのは次の4つの重要な出来事であると指摘します。

● 事業ラインによる自己評価及び報告の劇的な増加（サーベン

ス・オクスレー法 404条対応により促進された）

● 規制の焦点の拡大（Basel IIを含む）と全社的リスクマネジ

メントの実践とツール（つまりRCSA）への関心の増大

● すべての主要事業ラインと取締役会レベルでのコーポレート

ガバナンスプロセスの改善と、4つの大規模事業グループの

リスクマネジメントの統合（コミュニティバンキング、住宅ロー

ンと消費者金融、ホールセールバンキング、及びテクノロジー

情報グループ）

● 対象範囲、プロセス及び報告の一貫性に対する各リスクマネ

ジメントグループからのプレッシャーの増大

　「銀行業界では、与信サイクルに関連して大きな変化があるの

ではないかと考えています。」と彼は言います。「規制当局は現在、

AML／BSAやレピュテーションリスクマネジメントに焦点を当

てていますが、変化の激しい金利環境下において懸念されるの

は財務体質の健全性です。私達はかねてから与信プロセスの適

切性のテストに力を入れておりますが、今後もさらにこの分野に

注力し、問題の一歩先を行きたいと考えています。一部の企業

による不適切な与信業務の結果、今後多くの新しい規制が出て

くることは間違いありません。」
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ABOUT PROTIVITI JAPAN

株式会社プロティビティ ジャパンについて

　プロティビティ（Protiviti）は、独立系リスクコンサルティ

ングサービスおよび内部監査サービスを提供するコンサル

ティングファームです。米国NYSE 上場会社 Robert Half 

International Inc.（RHI）の資本提供によりアーサーアンダーセ

ンのリスクコンサルティング部門のメンバーが、10年以上培っ

たリスクマネジメントや内部監査のテクノロジ、ツール、方法論、

ナレッジをそのまま引継ぎ創立しました。プロティビティ ジャ

パンは、Protiviti のアジア・パシフィックの拠点として設立され、

クライアントが直面する財務、経営、システム上のリスクの特定・

評価・測定・管理を支援し、継続的なモニタリングを可能とす

るプロセスとコントロールの実現を支援しています。現在、米国・

アジア太平洋・欧州で50を超える拠点で約3,000 名のコンサル

タントが活躍しています。

　特に、最近ニーズの高まっている内部統制コンサルティング

においては、国外で数百社、国内においてもSEC登録企業十

数社のお客様への米国企業改革法（US-SOX）対応支援コンサ

ルティングをご提供し、金融庁の内部統制法制（通称：J-SOX）

対応支援コンサルティングに関しても、多くの実績を積み重ね

てきております。グローバル品質の高度なナレッジとノウハウで

クライアントを効率的かつ効果的にご支援させて頂くことを目標

としております。

 内部監査（Internal Audit Service）

　近年、企業が直面する経営環境の激変や不祥事の多発などに

より、企業経営にとってモニタリング機能の強化が急務となって

きています。マネジメントが事業活動の遂行状況を適切に把握

すること、並びに内部統制の有効性及びその運用状況を確認す

るためには、通常の業務執行部門から独立した、組織横断的な

内部監査を実施することが非常に有効です。プロティビティ ジャ

パンは、内部監査に関する広範囲なサービスを展開しています。

アンダーセンのリスクコンサルティングで長年培った内部監査と

リスクマネジメントのノウハウ、手法そして最新のテクノロジー

やメソドロジーを最大限に活用して、リスクアプローチによる内

部監査機能のより一層の充実を支援します。

● 内部監査アウトソーシング・コソーシング

● 内部監査高度化支援サービス

● 情報システム監査サービス

● コントロール・セルフ・アセスメント（CSA）

● 内部監査支援ツール導入サービス

● 内部監査の品質評価サービス（QAR）

■Other relevant publications and resources from Protiviti

● Guide to Internal Audit : Frequently Asked Questions 

About the NYSE Requirements and Developing an 

Effective Internal Audit Function

● Top Priorities for Internal Audit in a Changing 

Environment

● Guide to Enterprise Risk Management: Frequently Asked 

Questions

● Guide to the Sarbanes - Oxley Act : Internal Control 

Reporting Requirements （Third Edition）

● Protiviti Risk Barometer

● Supply-chain white paper series from Protiviti and APICS

● KnowledgeLeader（www.knowledgeleader.com）

■プロティビティジャパン発行の出版物

● J-SOXに関するよくあるご質問

● 「世界の内部監査～国際企業の内部監査機能のプロファイル」 

Vol.1、Vol.2

● 米国 SOX法内部統制報告要件<第 404条質問集>改訂版

● 変化する環境における内部監査の最優先課題

● エンタープライズリスクマネジメントの指針<Q&A集>抜粋版

● 米国企業改革法 アプリケーションリスクとコントロールの管理 

<質問集>

　プロティビティでは、アーサーアンダーセンのコンサルティン

グ部門の時代を含め、10年以上にわたりリスクマネージメント

ならびに内部監査業務に携わっており、現在 2,900 人以上のプ

ロフェッショナルがグローバルにコンサルティングビジネスを展

開しています。

　内部監査とリスクマネジメントコミュニティは英語の会員制の

ウェブサイトで、プロティビティのグローバルな活動を通じて得

られた情報に基づき、内部監査人・リスクマネジメントの実務

家が効率的にリスクを管理し付加価値を生み出すためのツール、

資源およびベストプラクティスのナレッジを提供します。

■コンテンツ

●トピックス

　KnowledgeLeaderでは、以下の主要項目を含む90種類以上

のトピックスを提供しています。

● 内部監査

● 米国企業改革法

● 事業継続計画

● Enterprise Risk Management

● 倫理と不正

● セキュリティー

● COSO

● セルフアセスメント

●ツール

　以下のような各種サンプル、雛形類をダウンロードしてカスト

マイズすることが可能です。

● 内部監査および IT監査のワークプログラム

● コンプライアンス規程等の規程および手続書

● 不正監査等のチェックリスト

● サンプル質問集

● 監査委員会対応用各種サーベイやツール

●スタンダード

COSO内部統制フレームワークやCSA方法論等、国内外の権

威ある組織によって発行された会計・監査および ITの基準・

理念・ガイドラインへのリンクを提供します。

●トレーニング

　内部監査・ファイナンス・リスクマネージメントに関する自習

コースの教材をKnowledgeLeaderからディスカウントされた値

段で購入することができます。

●出版物

　白書・記事・サーベイ・リサーチ結果・レポートなど、内部監

査人・IT監査人およびリスクマネージャー向けの様々な出版物

をトピック、日付、タイトルで検索することができます。

●ニュース

　価値あるビジネスおよびインダストリーのニュースをリアルタ

イムで提供します。

米国サイト：http://www.knowledgeleader.com/

※ サイトの年会費：12 万円 

※Protiviti のクライアントおよび 

下記協会メンバーは特別年会費：6 万円 

　・The Institute of Internal Auditors

　・The American Institute of Certified Public Accountants

　・Information Systems Audit and Control Association.

※ 30日間のフリートライアルをご希望の場合は、株式会社プロ

ティビティ ジャパン宛てにメール（tokyo@protiviti.jp）でお

申し込みいただくか、直接お電話（03-5219-6600）でご連絡く

ださい。

国際企業の内部監査機能のプロファイル
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国際企業の内部監査機能のプロファイルNOTESABOUT PROTIVITI JAPAN

　企業における内部統制構築・評価を強力に支援するプロティビ

ティジャパンのeラーニングサービス［iTraining］は、プロティ

ビティのUS、日本でのコンサルティング活動の中で培われたクオ

リティの高いコンテンツをインターネットによる自主学習という

使いやすい形でご提供いたします。

　企業の社員教育、内部統制構築・評価プロジェクトチームの

教育に必要な実践的な知識を、実用的な技術によって効率的に

習得することができます。一般的なコンプライアンス知識にと

どまらず、実務を通じて得られた実践的な知識と実用的な技術

が組み込んであります。

　企業ユーザー様は、インターネットを通じて時間や場所の制

約なく、内部統制構築・評価を進めていくための必須知識をご

自分のペースで効率的かつ継続的に学習して頂くことができま

す。さらに、コース別理解度テストによって学習の進捗状況を

把握し、何度も反復学習することが可能です。

　iTrainingは、基礎レベル、上級レベル、実務レベルと企業ユー

ザー様のニーズに合わせたレベル別コースメニューをご用意し

ております。

■ お問合せ先

株式会社プロティビティ ジャパン　営業部

〒100-0004 東京都千代田区大手町1-1-3 大手センタービル

TEL：03-5219-6600  FAX：03-3218-5533

Mail：tokyo@protiviti.jp

URL：http://www.protiviti.jp/
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